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1 まえがき 

3年後の東京五輪を前に、日本の野菜などの

農作物が GAP（農業生産工程管理）の基準を満

たしていないため使用できないというニュー

スをきっかけとし興味を持ち始めた。現在日本

では、GAPの取得率が低く、認知度もあまり高

くない。そこで、認知度を高め取得率を向上さ

せる方法を提案する。 

 

2 調査方法 

調査方法として、GAPの内容や、取得するた

めの基準、日本の農業法人が実施している GAP

の取り組みなどについてホームページや参考

文献を使用し調べた。 

 

3 結果 

(1) GAPとは 

GAPとは、農業を行う上で食品安全、環境安

全、労働安全等の持続可能性を確保するための

生産工程管理の取り組みである。また、これを

取り入れることにより農業経営の改善や消費

者、実需者の信頼の確保が期待される。 

(2) GAPの種類 （図２参照） 

・各都道府県の GAP 

各都道府県がそれぞれ定めている GAP 

・JAグループの GAP 

全国の各 JAが定めている GAP 

・JGAP 

（一財）日本 GAP協会を運営の主体とし大手小

売業などが参加し定められている GAP 

・GLOBALG.A.P. 

 欧州の大手企業が主導して策定した取引要

件としての GAP 

この中で日本がオリンピックまでに取得し

なければならない GAPは「GLOBALG.A.P.」であ

る。 

(3) GAPの取得工程 

グローバル GAPを取得するためには、認証機

関の審査員が生産現場で審査を行う「第三者認

証」が必要である。実際の取得にあたっては、

すべてを自身で行うことも可能だが、コンサル

タントに依頼するケースも多い。 

いずれの場合でも、取得はチェックリストの

入手が必要となり、そのチェックリストに応じ

た対策を行ったうえで、自分で内部審査を実施

する。その後、認証審査会社による本審査とな

る。本審査は必ずしも一発で通過する必要はな

く、現場にて修正指示が下る。それに対応して、

修正申告ができる。 

チェックリスト入手から認証取得までの期

間は、すべてを自身で行う場合で約 2年、コン

サルタントに依頼すれば約 1年。後者は、各工

程がスムーズに進行する。 

 

図１ グローバル GAP取得までの流れ(例) 
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(4) GAPを取得するメリット 

グローバル GAPを取得すると、2つのメリッ

トが得られる。販路の拡大と生産性向上である。

販路の拡大に関しては、そもそもグローバル

GAP取得は、輸出を目指す際の「資格」の獲得

であり、これが無ければ輸出が始まらない、と

も言えるほど重要なものである。国際標準の生

産工程管理を行う生産者認証取得の過程で生

産工程が明確になるため、自ずと生産性が向上

する。例えば、適切な肥料、農薬等の散布によ

るコスト低減と収量の増加が見込める。また、

新人用のマニュアルとして活用すれば、技術習

得の時間短縮にも繋がるだろう。 

この 2 つのメリットに加えて、「食の安全」

「環境保全」「労働の安全」に対する意識の向

上や、消費者や取引先からの問い合わせ・苦情

に迅速かつ適切に対応できるようになる、消費

者との信頼関係が生まれるといった副次的メ

リットにも期待できる。 

(5) 農業法人が実施している取り組み 

・岐阜県では、農産物の安全性を示すＧＡＰ認

証の普及に向け、県独自の GAP確認制度を今秋

に創設する。農業生産者が県ＧＡＰの認証を取

得すると、２０２０年の東京五輪・パラリンピ

ックの食材として県産農作物を提供すること

が可能になるだろう。 

また、千葉県でも農産物の安全性を高める

GAPを推進する動きを見せている（図２参照）。 

・福島県独自の認証制度「ふくしま県ＧＡＰ（Ｆ

ＧＡＰ）」で、福島市で第１回認証委員会を開

き、キノコ生産者の野原勇一さん（西会津町）、

日光林キノコ園（白河市）の２件を認証された。

７月に創設されたＦＧＡＰの認証は初めてで

ある。 

  

 

図２ GAPの種類と特徴 

 

4 提案 

現在、それぞれの農業生産団体において、農

産物によって GAP の取り組みを行っているも

のと行っていないものがある。今後は、規模が

小さくなってもすべての農産物で GAP の取り

組みを行いブランド化していくべきであると

考え、卒業研究では具体的に研究していく。 
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